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防衛省が発注する工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定す

る建設工事をいう。）並びに測量及び建設コンサルタント等業務（以下「工事等」とい

う。）からの暴力団排除を推進するため、警察庁と防衛省は、都道府県警察と地方防衛局

及び地方防衛支局（以下「地方防衛局等」という。）において、下記のとおり、運用が図

られるよう取り組むことについて合意する。 

なお、「防衛省が発注する工事等からの暴力団排除に関する合意書」（平成２０年６月

５日付警察庁丁暴発第８７号、経施第６９９２号）については、令和８年１月２７日限り

で廃止する。 

 

記 

 

１ 防衛省が発注する工事等から暴力団を排除するための連絡体制等 

⑴  排除対象等 

防衛省が発注する工事等からの暴力団排除を推進するため、都道府県警察から暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団

対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団又は暴力団対策法第２条第６号に

規定する暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずる業者（以下「暴力

団関係業者」という。）として防衛省が発注する工事等から排除するよう要請があっ

た業者等、明らかに受注者等（下請負人（再委託の相手方を含む。）を含む。以下同

じ。）として不適当と認められる業者については、当該状態が継続している間、防衛

省が発注する工事等から排除するものとし、その解釈及び排除対象は次のとおりとす

る。 

ア 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する業者 

役員等（受注者等が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与してい



る者を、受注者等が法人である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結す

る事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者を、受注者等が団体である

場合には代表者、理事等その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。

）が、暴力団又は暴力団員である業者をいう。 

イ これに準ずる業者 

ａ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する等しているときにおけ

る当該業者。 

ｂ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与しているときにおけ

る当該業者。 

ｃ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

きにおける当該業者。 

ｄ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用する

等しているときにおける当該業者。 

ウ 当該状況が継続している間 

実質的に当該状況が継続しているか否かで判断するものとする。 

⑵  排除手続等 

ア 発注者が受注者等に関し暴力団関係業者と疑われる何らかの実態、行為等の情報

を得たときは、暴力団関係業者に該当するか否かについて、地方防衛局会計課長等

（北海道防衛局、東北防衛局及び近畿中部防衛局の総務部会計課長並びに北関東防

衛局、南関東防衛局、中国四国防衛局、九州防衛局及び沖縄防衛局の総務部契約課

長並びに帯広防衛支局及び熊本防衛支局の総務課長並びに東海防衛支局会計課長を

いう。以下同じ。）を経由して当該情報を入手した当該部局の区域を管轄する警視

庁又は道府県警察本部の暴力団対策主管課長（以下「暴力団対策主管課長」という

。）に対し、参考となる資料を添付した文書（別記様式第１号）により照会するこ

とができるものとする。 

イ 暴力団対策主管課長は、１⑵アによる照会を受けたときは、当該業者が暴力団関

係業者に該当するか否かについて、地方防衛局会計課長等に対し速やかに文書( 別

記様式第２号）により回答するものとする。 

ウ 暴力団対策主管課長は、１⑵アによる照会以外で、暴力団関係業者に該当すると 

認める事実を確認した場合には、当該事実の確認された区域を管轄する地方防衛局

会計課長等に対し、速やかに文書（別記様式第３号）により通報することができる

ものとする。 

エ １⑵イにより暴力団対策主管課長が行う暴力団関係業者に該当する旨の回答又は 

１⑵ウにより暴力団対策主管課長が行う通報をもって、暴力団対策主管課長が地方

防衛局会計課長等に対し、当該暴力団関係業者について排除要請を行ったものとす

る。 



 地方防衛局長又は地方防衛支局長は、この要請があった業者等、明らかに受注者

等として不適当であると認められる業者については、別に定められる手続に従い、

防衛省が発注する工事等から排除するものとする。 

オ 暴力団対策主管課長は、１⑵エの排除要請を行った暴力団関係業者について、そ 

の後の事情変更により排除する必要がなくなった場合には、地方防衛局会計課長等

に対し、排除要請の取消しを通知するものとする。 

カ 発注者は、排除要請のあった暴力団関係業者の排除の継続又は取りやめについて、

当該排除要請が行われたときからおおむね１年ごとに、地方防衛局会計課長等を経

由して暴力団対策主管課長に対し、文書（別記様式第４号）により確認を行うもの

とし、暴力団対策主管課長は、速やかに文書（別記様式第３号）により回答するも

のとする。 

 

２ 受注者等が暴力団員等から不当介入を受けた場合の連絡体制等 

⑴  不当介入を受けた場合における受注者等の措置義務について 

防衛省が発注する工事等の受注者等が暴力団員、暴力団準構成員又は暴力団関係

業者（以下「暴力団員等」という。）から地元対策費名目等での金品の要求や暴力団

関係業者を下請等として使用することの要求等の不当要求又は現場事務所を損壊する

等の妨害行為（以下「不当介入」という。）を受けた場合、当該受注者等に対して、

都道府県警察への通報及び捜査上必要な協力並びに発注者への報告を行うこと（以下

「都道府県警察への通報等」という。）を義務付けることとし、その実施に係る都道

府県警察と地方防衛局等の連絡体制等は以下のとおりとする。 

⑵  都道府県警察が不当介入の通報を受けた場合の取扱いについて 

防衛省が発注する工事等の受注者等が、暴力団員等から不当介入を受け、都道府県

警察にその旨を通報した場合には、都道府県警察は、その内容に応じて、受注者等に

対処要領を教示するとともに、違法・不当行為については、迅速かつ確実な取締りや

暴力団対策法に基づく行政命令の発出、受注者等及び発注者の万全な保護対策の徹底

を図るものとする。 

⑶  受注者等が都道府県警察への通報等を怠ったと認められる場合の取扱いについて 

ア 暴力団対策主管課長は、防衛省が発注する工事等の受注者等が暴力団員等から不

当介入を受けたにもかかわらず都道府県警察への通報や捜査上必要な協力を行う

ことを怠ったと認められる事案を認知した場合には、地方防衛局会計課長等に対

し、速やかに文書（別記様式第５号）により通報するものとする。 

イ 発注者は、２⑵アの通報を受けた場合には、その事実の内容について確認の上、

速やかに所定の措置を講ずるとともに、地方防衛局会計課長等を経由して暴力団

対策主管課長に対し、措置結果を文書（別記様式第６号）により回答するものと

する。 

 

３ その他 



暴力団対策主管課長及び地方防衛局会計課長等は、本合意書に定めるもののほか、現

場の実情に応じて個別に取り決める等の方法により、相互に協力し、緊密な連携の下、

暴力団排除を推進するものとする。 

  



別記様式第１号 

文 書 番 号  

発簡年月日 

 

照  会  書 

商号又は氏名  

所 在 地  

役 職 名 氏 名 生年月日 住 所 

    

    

    

    

 

照会事項 
防衛省が発注する工事等からの暴力団排除に関する合意書に規定す

る暴力団関係業者に該当するか否か。 

 

備  考 

 

 

上記のとおり照会します。 

 

□□県警察本部暴力団対策主管課長 殿 

 

（○○防衛局総務部○○課長） 

  



別記様式第２号 

文 書 番 号  

発簡年月日 

 

（○○防衛局総務部○○課長） 殿 

 

□□県警察本部暴力団対策主管課長 

 

防衛省が発注する工事等からの暴力団排除に関する合意書に基づく回答につ 

いて 

 

防衛省が発注する工事等から暴力団排除に関する合意書に基づき、（元号）○年○月○

日付（文書番号）で照会のあった件について、下記のとおり回答します。 

 

記 

 

１ 商号又は氏名 

 

２ 所在地 

 

３ 代表者 

 

４ 照会に係る調査結果 

 

・ 該当する 

 

・ 該当しない 

 

５ 理由 

 

６ その他 

 

  



別記様式第３号 

文 書 番 号 

発簡年月日 

 

（○○防衛局総務部○○課長） 殿 

 

□□県警察本部暴力団対策主管課長 

 

防衛省が発注する工事等からの暴力団排除に関する合意書に基づく通報につ 

いて 

 

下記の業者について、防衛省が発注する工事等からの暴力団排除に関する合意書に規定

する暴力団関係業者に該当すると認める事実を確認したので通報します。 

 

記 

 

１ 商号又は氏名 

 

２ 所在地 

 

３ 代表者 

 

４ 該当する理由 

 

５ その他 
 

  



別記様式第４号 

文 書 番 号 

発簡年月日 

 

照  会  書 

商号又は氏名  

所 在 地  

役 職 名 氏 名 生年月日 住 所 

    

    

    

    

 

照会事項 
（元号）◯年◯月◯日付（文書番号）により排除要請のあった上記の

者について、防衛省が発注する工事等からの暴力団排除に関する合

意書に規定する暴力団関係業者に該当するか否か。 

 

 

備 考 

 

 

 

 

上記のとおり照会します。 

 

□□県警察本部暴力団対策主管課長 殿 

 

（○○防衛局総務部○○課長） 

  



別記様式第５号 

文 書 番 号 

発簡年月日 

 

（○○防衛局総務部○○課長） 殿 

 

□□県警察本部暴力団対策主管課長 

 

   （〇〇防衛局）が発注する工事等において暴力団員等から不当介入を受けた 

受注者等が都道府県警察への通報等を怠ったと認められる事案について（通 

報） 

 

 （貴〇〇防衛局）が発注する工事等の受注者等が、受注した工事等において暴力団員等

による不当介入を受けたにもかかわらず、□□県警察への通報を怠ったと認められたため、

防衛省が発注する工事等からの暴力団排除に関する合意書に基づき、別紙のとおり通報し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添書類：別紙 



別紙 

取扱警察 
    県   警察署 

           課 

 

 

 

受注者等 

所在地 

（   ）   － 

商号又は氏名 

代表者 

（   ）   － 

不当介入に

係る行為者 

住所 

氏名 

発生日時・ 

場所 

工事等件名 

 

（元号） 年  月  日    時  分頃 

 

工事等件名 

受注者等か

らの通報、捜

査上必要な

協力を得ら

れなかった

事案（不当介

入の内容・被

害の状況） 

 

 

受注者等の

通報、捜査上

必要な協力

についての

対応状況 

 

 

 



別記様式第６号 

文 書 番 号 

発簡年月日 

 

□□県警察本部暴力団対策主管課長 殿 

 

（○○防衛局総務部○○課長） 

 

（○○防衛局）が発注する工事等において暴力団員等から不当介入を受けた 

受注者等が都道府県警察への通報等を怠ったと認められる事案について（回 

答） 

 

 （元号）○年○月○日付（文書番号）で通報のあった事案については、下記のとおり、

当該受注者等に対して措置したので回答します。 

 

記 

 

〇 対象業者 

 

〇 措置年月日 

 

〇 措置内容 

 


